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第１節 計画の目的                               
 

我が国において高度経済成長期以降に集中的に整備された公共施設等1の老朽化対策が

大きな課題となっており、地方公共団体においては、厳しい財政状況が続く中で、今後、

人口減少等により公共施設等の利用需要の変化が予想されることを踏まえ、早急に公共施

設等の全体の状況を把握し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画

的に行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を

実現することが必要となっています。 

平成 25年 11月には「インフラ長寿命化計画」が策定され、地方公共団体においてもイ

ンフラ長寿命化計画（行動計画）及び個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）を策

定し、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するよう要請されております。 

本町においては、公共施設等の約半数が、高度経済成長期以降の昭和 40年代から 60年

代にかけて整備されており、築 30年以上を経過しているため、老朽化対策が大きな課題と

なっています。 

こうした公共施設等は、大規模改修や建替え等の措置を講じなければ安心して使用する

ことが困難になる恐れがありますが、人口減少等による地方税の減少や社会保障関係費の

増大、更には地方交付税の交付額の減少等による厳しい財政状況が続く中、全ての公共施

設等を維持・更新していくことは困難な状況にあります。 

今後、本町においても国の動きと歩調を合わせ、本町が所有する公共施設等の最適配置

を実現し、時代に即したまちづくりを行っていくとともに、町民の安全・安心を確保し、

中長期的な維持管理・更新等に係るトータルコスト2の縮減や予算の平準化を図るため、本

計画を策定し、本町が所有する公共施設等の総合的な管理による老朽化対策を推進してま

いります。 

  

                                                   
1 公共施設等…公共施設、公用施設その他の当該地方公共団体が所有する建築物その他の工作物をいう。

具体的には、いわゆるハコモノの他、道路、橋りょう等の土木構造物、公営企業の施設（上

水道、下水道等）、プラント系施設（浄水場、汚水処理場等）等も含む包括的な概念。 
2 トータルコスト…中長期にわたる一定期間に要する公共施設等の建設、維持管理、更新等に係る経費の

合計をいう。 

第１章 公共施設等総合管理計画について 



第１章 公共施設等総合管理計画について                              

 
2 

第２節 計画の位置付け                             
 

 「第４次村田町長期総合計画（以下「長期総合計画」という。）」では、まちの将来像を

「みんなで育てる自分たちのまち 村田 ～暮らす人が創るまち～」  としており、こ

れを実現するための基本構想の推進に向けて、地方自治法にある「最少の経費で最大の効

果を挙げる」という基本原則にのっとり、町政全般にわたり、更なる行財政改革に取り組

むこととしています。 

 本計画は、本町の最上位計画である長期総合計画の一環として策定する計画であり、今

後、公共施設等で提供するサービス及び維持・改修、更新に係る計画は、すでに公共施設

等の所管課ごとに策定されている各種計画の有無にかかわらず、すべてこの計画に準ずる

ものとします。 

 

【図 1-1】計画の位置付け 

 
 

  

【基本計画／国】 【本計画の対象範囲】

 1 町民文化系施設  1 道路

 2 社会教育系施設  2 橋りょう

 3 スポーツ･レクリエーション系施設  3 上水道施設

 4 学校教育系施設  4 下水道施設

 5 子育て支援施設

 6 保健･福祉施設

 7 行政系施設

 8 公営住宅

 9 公園

10 その他

第４次村田町長期総合計画
(計画年度／H23～H32）

個別施設計画

インフラ長寿命化計画
(基本計画／国)

各省庁が策定
(行動計画／国)

個別施設計画
(道路､河川､学校等)

公共施設等総合管理計画
(行動計画／町)

公共建築物 インフラ施設･公営企業施設

『みんなで育てる自分たちのまち 村田 ～ 暮らす人が創るまち ～』 
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第３節 対象施設                               
 

本計画の対象施設は、本町が所有する全ての公共施設等を対象とし、公共建築物、イン

フラ施設、公営企業施設に分類します。 

 

【図 1-2】対象施設 

 
 

  

【本計画の対象範囲】

地上権､特許権､株式､
出資等による権利

地方自治法に基づく分類 本計画による区分

公有財産
不動産

(土地･建物)

公
共
施
設
等

公共建築物

庁舎､町営住宅､学校等

行政財産
インフラ施設

公用財産 道路､橋りょう

公共用財産 公営企業施設

上水道施設､下水道施設
普通財産
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【表 1】施設類型 

 大分類 中分類 施設種別（例） 

公共建築物 町民文化系施設 集会施設 公民館 

社会教育系施設 博物館等 歴史資料館 

スポーツ・レクリエーション

系施設 

スポーツ施設 体育館 

レクリエーション施設・観光

施設 

野外活動センター、道の駅 

学校教育系施設 学校 小学校、中学校 

その他教育施設 給食センター 

子育て支援施設 幼保・子ども園 幼稚園、保育所 

幼児・児童施設 児童館 

保健・福祉施設 高齢福祉施設 デイサービスセンター、老人

憩の家、ふれあいセンター 

障害福祉施設 共同作業所 

保健施設 保健センター 

その他社会保健施設 福祉センター 

行政系施設 庁舎等 役場庁舎 

その他行政系施設 防災センター 

公営住宅 公営住宅 町営住宅 

公園 公園 管理棟、倉庫、便所 

その他 その他 公衆便所、職員住宅 

インフラ施設 道路 

橋りょう 

公営企業施設 上水道施設（管路、浄水場、配水池） 

※「上水道事業会計」及び「工業用水道事業会計」に属する施設 

下水道施設（管路、下水処理施設） 

※「公共下水道事業会計」及び「農業集落排水事業会計」に属する施設 
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第１節 公共施設等の状況                            
 

１.公共建築物                                   

(1) 保有状況 

本町が保有する公共建築物は 70施設（164 棟）、延床面積は 72,170.92㎡となっ

ています。 

内訳は、学校教育系施設が 40.4%と最も多く、次いで公営住宅が 21.3%、スポーツ・

レクリエーション施設が 9.5%となっており、これらの施設で全体の約 7割を占めて

います。 

 

【表 2-1】施設類型別整備状況 

 

No 施設種別 延床面積

大分類 中分類 棟数 (㎡) 延床面積 構成比

1 町民文化系施設 集会施設 公民館 7 7 4,781.71

2 その他 1 1 146.60

3 社会教育系施設 博物館等 歴史資料館 3 4 2,433.57 2,433.57 3.4%

4 ｽﾎﾟｰﾂ･ ｽﾎﾟｰﾂ施設 体育館 1 1 3,405.24

5 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 その他 2 2 84.00

6 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設･ 観光施設 4 20 2,034.37

7 観光施設 道の駅 1 2 906.74

8 野外活動センター 1 1 395.50

9 学校教育系施設 学校 小学校 5 16 15,361.00

10 中学校 2 8 12,530.00

11 その他教育施設 給食センター 1 1 1,107.90

12 その他 1 1 133.00

13 子育て支援施設 幼稚園･保育園 幼稚園 4 6 1,725.00

14 保育所 1 2 684.10

15 幼児・児童施設 児童館 1 1 310.00

16 保健・福祉施設 高齢福祉施設 老人憩の家 1 1 356.00

17 デイサービスセンター 1 1 258.61

18 ふれあいセンター 3 3 446.00

19 障害福祉施設 共同作業所 1 1 1,781.00

20 保健施設 保健センター 1 1 560.00

21 その他社会福祉施設 福祉センター 1 1 660.83

22 行政系施設 庁舎等 役場庁舎 3 3 5,068.80

23 その他行政系施設 防災センター 5 5 488.30

24 公営住宅 公営住宅 町営住宅 7 57 15,373.39 15,373.39 21.3%

25 公園 公園 便所･倉庫等 4 9 140.60 140.60 0.2%

28 その他 その他 職員住宅 1 1 160.80

29 公衆便所 3 3 31.50

30 排水機場 2 2 296.80

31 上水道施設 上水道施設 浄水場 1 2 369.00 369.00 0.5%

32 下水道施設 下水道施設 汚水処理場 1 1 140.56 140.56 0.2%

70 164 72,170.92 72,170.92 100.0%

施設類型 構成比

4,928.31 6.8%

6,825.85 9.5%

施設数

29,131.90 40.4%

2,719.10 3.8%

4,062.44 5.6%

計

5,557.10 7.7%

489.10 0.7%

第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し 



第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し                             

 
6 

(2) 建築年度別延床面積の状況 

建築年度別の延床面積の状況をみると、昭和 44年度から昭和 62年度にかけて役

場庁舎や学校施設を中心に公共建築物を集中的に整備してきました。その後は新た

な整備はやや減少しますが、平成 22 年度には村田小学校、平成 27年度には学校給

食センター及び地域福祉センターを整備したほか、定住促進住宅（平成 7年建築）

の購入によって延床面積が大きく増加しています。 

昭和 57年以降の新耐震基準で建築された公共建築物の延床面積の割合は、全体の

約 6割を占めており、残りの約 4割は旧耐震基準で建築された公共建築物となって

います。 

 

【図 2-1】整備年度別延床面積 

 
※社会教育系施設及びスポーツ・レクリエーション系施設のうち、大正時代以前に建築された施設分(1,928㎡)を除く   
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新耐震基準(S57年以降)

41,093㎡(58.5%)

本庁舎等
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29,150㎡(41.5%)

中央公民館等

町民体育館

村田小学校

定住促進住宅等村田一中等 東庁舎等
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(3) 施設類型別築年数割合 

施設類型別築年数割合をみると、平成 27度末現在において、公共建築物全体の約

5割が築 30年以上経過しています。 

現状のまま推移すると、10年後には公共建築物全体の約 8割が築 30年以上経過

することになります。 

一般的に築 30年で大規模改修が必要になるといわれていることから、これらの老

朽化した公共建築物に対して、今後、多額の維持補修費や更新費用が必要になるこ

とが見込まれます。 

 

【図 2-2】公共建築物築年数割合 

 

 

 

  

24.8%
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0.8%
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3.6%

13.3%
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5.0%

23.4%

7.3%

100.0%

39.1%

63.9%

54.4%

16.4%

6.4%

54.1%

22.7%

0.4%

84.2%

8.5%

29.5%

57.4%

11.3%

25.5%

55.5%

22.6%

34.4%

23.9%

75.5%

45.8%

31.6%

6.8%

28.1%

43.8%

9.6%

24.9%

42.8%

19.9%

1.3%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

上下水道施設

その他公共施設

公園

公営住宅

行政系施設

保健・福祉施設

子育て支援施設

学校教育系施設

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設

社会教育系施設

町民文化系施設

公共建築物全体

築10年未満 築10年～20年未満 築20年～30年未満

築30年～40年未満 築40年～50年未満 築50年以上

52.0%が築30年以上経過

10年後には、81.5%が築30年以上経過
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(4) 人口一人当たりの行政財産延床面積の比較 

本町の人口一人当たりの行政財産延床面積は 5.62㎡／人となっており、県内の町

村平均の 6.80 ㎡／人を下回っています。 

 

人口一人当たりの行政財産延床面積は以下の方法で算出 

行政財産建物延面積 ÷ 平成 27 年国勢調査人口（基本集計） 

 

【表 2-2】行政財産施設保有数の県内他町村との比較 

 
データ／公共施設状況調経年比較表（総務省）の平成 26年度行政財産（建物延床面積）データ 

 

【図 2-3】人口一人当たりの行政財産延床面積の比較 
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(5) 耐震化の状況 

耐震診断や耐震補強が必要となる昭和 56年以前の旧耐震基準で建築された公共

建築物は、公共建築物全体の約 4割を占めており、そのうち約 3割の施設は耐震化

整備が済んでいないため、今後も引き続き使用することが不可欠な施設については、

利用者の安全確保の観点から、耐震補強等を順次実施していく必要があります。 

 

【図 2-4】耐震化の状況 

 

 

 

２.インフラ施設及び公営企業施設                          

 (1) 道路の整備状況 

平成 27年度末現在において、405路線、実延長 235,853m、道路部面積 1,236,780

㎡の道路及び実延長 213m、道路面積有効幅員 755 ㎡の自転車歩行者道を保有してい

ます。 

このうち、その他の町道が実延長の 70.5％、面積の 57.6％を占めています。 

 

【表 2-3】道路総量（実延長と道路面積） 

分類 実延長（m） 延長割合（%） 面積（㎡） 面積割合（%） 

1 級（幹線）町道 26,169  11.1  251,439  20.3  

2 級（幹線）町道 43,291  18.4  272,925  22.1  

その他の町道 166,393  70.5  712,416  57.6  

小計 235,853  100.0  1,236,780  100.0  

自転車歩行者道 213  -  755  -  

合計 236,066  -  1,237,535  -  

 

  

旧耐震基準

41.5%
新耐震基準

58.5%

27.5%

10.8%

0.2%

61.4%

耐震化未実施(S56以前建築)

耐震化実施済

不明

不要(S57以降建築)
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(2) 橋りょうの整備状況 

平成 27年度末現在において、実延長 1,522m、橋りょう部面積 7,926㎡、計 101

橋（うち 15m 未満 61橋、15m以上 40 橋）の橋りょうを保有しています。 

このうち、PC橋が橋りょう面積の 50.4％を占めています。 

なお、適切な維持管理を継続的に行い、地域道路ネットワークの安全性・信頼性

を確保するため、平成 25年度に「村田町橋梁長寿命化修繕計画」を策定し、橋りょ

うの長寿命化に取り組んでいます。 

 

【表 2-4】橋りょう総量（橋梁面積） 

分類 面積（㎡） 面積割合（%）  

PC 橋 3,998  50.4  ※プレストレストコンクリート橋 

RC 橋 1,136  14.3   ※鉄筋コンクリート橋 

鋼橋 2,165  27.3   

その他 627  7.9   

合計 7,926  100.0   

 

【図 2-5】橋りょう構造別年度別整備面積 
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(3) 上水道（工業用水道含む）の整備状況 

平成 27 年度末現在において、911m（うち工業用水道 911m）の導水管、6,372m

の送水管、178,406m（うち工業用水道 2,337m）の配水管、1ヶ所の浄水場、10

ヶ所（うち工業用水道 2ヶ所）の配水池を保有しています。 

このうち、上水道については、配水管が管路延長の 96.5％を占めており、工業

用水道についても同様に、配水管が管路延長の 72.0％を占めています。 

平成 27 年度末現在における上水道の給水戸数は 3,795戸、給水人口は 10,964

人で、普及率は 97.0%となっており、工業用水道の給水先事業所数は 4事業所と

なっています。 

 

【表 2-5】上水道総量（用途別延長） 

分類 
上水道 工業用水道 合 計 

延長（m） 延長割合（%） 延長（m） 延長割合（%） 延長（m） 延長割合（%） 

導水管 0  -  911  28.0  911  0.5  

送水管 6,372  3,5  0  -  6,372  3.4  

配水管 176,069  96.5  2,337  72.0  178,406  96.1  

合計 182,441  100.0  3,248  100.0  185,689  100.0  

 

【表 2-6】上水道総量（管種別延長） 

分類 
上水道 工業用水道 合 計 

延長（m） 延長割合（%） 延長（m） 延長割合（%） 延長（m） 延長割合（%） 

ダクタイル鋳鉄管 53,967  29.6  3,248  100.0  57,215  30.8  

硬質塩ビ管 85,482  46.9  0  -  85,482  46.0  

ポリエチレン管 35,237  19.3  0  -  35,237  19.0  

その他 7,755  4.2  0  -  7,755  4.2  

小計 182,441  100.0  3,248  100.0  185,689  100.0  

 

【図 2-6】上水道用途別年度別整備延長 
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エ.下水道施設（農業集落排水含む） 

平成 27 年度末現在において、72,176mの管路（うち 6,609mが農業集落排水区

域内）、1ヶ所の農業集落排水終末処理場を保有しています。 

このうち、下水道については、塩ビ管が管路延長の 82.0％を占めており、農業

集落排水についても同様に、塩ビ管が管路延長の 95.7％を占めています。 

平成 27 年度末現在における下水道については、処理区域内人口は 7,155人、

水洗化人口は 6,285 人で、水洗化率は 87.8%となっており、農業集落排水につい

ては、処理区域内人口 356 人、水洗化人口 351人で、水洗化率は 98.6%となって

います。 

 

【表 2-7】下水道総量（管種別延長） 

分類 
下水道 農業集落排水 合 計 

延長（m） 延長割合（%） 延長（m） 延長割合（%） 延長（m） 延長割合（%） 

コンクリート管 10,175  15.5  0  -  10,175  14.1  

塩ビ管 53,755  82.0  6,326  95.7  60,081  83.2  

その他 1,637  2.5  283  4.3  1,920  2.7  

小計 65,567  100.0  6,609  100.0  72,176  100.0  

 

【表 2-8】下水道総量（管径別延長） 

分類 
下水道 農業集落排水 合 計 

延長（m） 延長割合（%） 延長（m） 延長割合（%） 延長（m） 延長割合（%） 

～250mm 59,565    6,504    66,069    

251～500mm 2,584    105    2,689    

501～1000mm 3,418    0    3,418    

小計 65,567  100.0  6,609  100.0  72,176  100.0  

 

【図 2-7】下水道種別年度別整備延長 
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第２節 人口動向                                
 

１.人口の推移                                   

本町の昭和 60 年以降の人口推移をみると、平成 7年までは緩やかな減少傾向で推移

してきましたが、平成 17年には 1万 3千人を割り込み、平成 22 年には 1万 2千人を割

り込むなど、人口減少が進んでおります。 

村田町まち・ひと・しごと創生総合戦略（村田町人口ビジョン）による町独自推計3に

よると、今後も人口減少が進み、平成 57年には 7,649 人まで減少すると予測されてお

ります。 

 

【図 2-8】人口の推移 
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２.階級別人口                                   

5歳階級別にみると、平成 27年は 55～69歳の人口が特に多く、生産年齢人口が全体

の約 6割、老年人口が全体の約 3割を占めていますが、30年後の平成 57年には 55～69

歳の人口がほぼ半減し、生産年齢人口が全体の約 5割、老年人口が全体の約 4割を占め、

生産年齢人口割合が減少し、老年人口割合の増加が予測されます。 

 

【図 2-9】平成 27年階級別人口（実績値） 

 
 

【図 2-10】平成 57 年階級別人口（推計値） 
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第３節 財政の状況と今後の見通し                        
 

１.歳入決算額の推移                                

平成 27年度の歳入決算額（普通会計）66.4億円のうち、地方税や地方交付税などの

一般財源が 46.2億円と全体の 7割を占めており、近年は概ね横ばい傾向で推移してい

ます。 

本町では、未収金対策の強化や町有財産の適正管理、ふるさと納税制度を活用した自

主財源の発掘などの歳入確保策の展開を図っていますが、歳入の大きな割合を占めてい

る地方税については、長期的には生産年齢人口が減少することが予測されているため、

減少することが懸念されます。 

 

【図 2-11】性質別歳入の推移(普通会計決算額) 
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２.歳出決算額の推移                                

(1) 歳出決算額の推移 

平成 27年度歳出決算額（普通会計）63.7 億円のうち、義務的経費4が 25.1 億円と

全体の 4割を占めており、近年は概ね横ばいで推移しています。 

一方、公共建築物やインフラ施設の維持更新等にかかる普通建設事業費は 14.6億

円と全体の 2 割を占めており、近年は 10億円から 15億円の間で推移しています。 

本町では、平成 18年 3月策定の「村田町行財政改革プログラム」に基づき、徹底

した内部管理経費の見直し、行政サービスコストの最適化、住民と協働のまちづく

り、住民負担の公平性の確保等、積極的な行財政改革等に取り組んでいますが、一

部事務組合等や上下水道事業に対する繰出金が高い水準で推移している上、介護保

険事業などに対する繰出金についても増加していることから、厳しい財政状況にあ

ります。 

さらに、平成 27年 7月から運用が開始された学校給食センターや、平成 28年 3

月に完成した地域福祉センターに係るランニングコストが新たに発生するなど、公

共施設の大規模改修や建替え等に係る普通建設事業費に充当するための財源の確保

がますます困難になると予想されます。 

 

【図 2-12】性質別歳出の推移(普通会計決算額) 
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(2) 普通建設事業費の推移及び内訳 

平成27年度普通建設事業費決算額14.6億円のうち、公共建築物に係る経費が11.9

億円と全体の 8割を占めており、これは学校給食センター及び地域福祉センターの

建築によるものですが、近年増加傾向にあります。 

その他に含まれる経費のうち、主なものは災害復旧に係る経費ですが、東日本大

震災以降、平成 23年度から平成 25 年度までは、全体の 4割から 6割を占めていま

したが、復旧事業が完了し、平成 26 年度以降は減少傾向にあります。 

また、平成 27年度決算額を見ると、新規整備に係る経費が全体の 8割を占め、維

持更新等に係る経費の割合が低くなっております。 

 

【図 2-13】普通建設事業費の推移(普通会計決算額) 

 

【図 2-14】普通建設事業費の構成割合(普通会計決算額) 

 

286

513 591

935

1,188

104

79

122

237

152

14

2

82

8

648

880

533

89
110

1,052

1,472

1,248
1,343

1,458

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H23 H24 H25 H26 H27

(百万円)

公共建築物 インフラ施設 用地取得費 その他

2.9 2.4 5.1 25.8 4.6

30.5 32.5
39.4

60.2

80.3

3.0

3.7

6.5
0.9

2.0 2.6

9.1

0.9
6.7

61.6 59.8

42.7

6.6 7.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H23 H24 H25 H26 H27

既存更新 新規整備 用地取得 県営事業負担金等 その他



第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し                             

 
18 

３.地方債現在高の推移                               

将来にわたり負担すべき借入金である地方債の現在高は、平成 27年度末現在で 73.5

億円となっております。 

平成 23年度から平成 26年度にかけては緩やかに減少しておりましたが、平成 27年

度に若干増加に転じております。 

地方債の発行額は近年増加傾向にあり、平成 27年度の発行額は 7.4億円で、これは

学校給食センター及び地域福祉センターの建築に伴う地方債発行によるものです。 

 

【図 2-15】地方債現在高の推移 

 

 

４.基金現在高の推移                                
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平成 25年度までは年々増加しておりましたが、平成 26年度以降は学校給食センター

や地域福祉センター建築に伴い減少に転じています。 

 

【図 2-16】基金現在高の推移 
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第４節 将来更新費用の推計                          
 

本町が所有する公共施設等の将来更新費用について、総務省が公表している公共施設等

更新費用試算ソフトを用いて、以下の条件により将来更新費用の推計を行いました。 

 

１．公共建築物                                  

(1) 基本的な考え方 

公共施設等の施設類型ごとに、建替え、大規模改修について、更新年数経過後

に現在と同じ延床面積等で更新すると仮定し、延床面積等の数量に更新単価を乗

じることにより、更新費用を試算 

 

(2) 耐用年数･更新の考え方 

・耐用年数を 60年とし、建設後 30 年で大規模改修、60年で建替えと仮定 

 （建物附属設備及び配管の耐用年数が概ね 15年であることから、2回目の改修

である築 30年で建築物の大規模改修を行い、その後 30年で建て替えると仮

定） 

・試算時点で耐用年数を既に超過し、建替えが済んでいない施設は、今後 10年間

で建替えと仮定 

 （建設時からの経過年数が 31 年以上 50年未満の施設については、今後 10年間

で均等に大規模改修を行うと仮定し、建設時より 50年以上経過している施設

については建替えの時期が近いので、大規模改修は行わずに 60年を経過した

年度に建て替えると仮定） 

 

(3) 更新及び大規模改修単価 

【表 2-9】更新及び大規模改修の単価 

施設類型 建替え 大規模改修 

町民文化系・社会教育系・行政系等施設 40 万円／㎡ 25 万円／㎡ 

スポーツ・レクリエーション系等施設 36 万円／㎡ 20 万円／㎡ 

学校教育系・子育て支援施設等 33 万円／㎡ 17 万円／㎡ 

公営住宅 28 万円／㎡ 17 万円／㎡ 
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(4) 将来更新費用の推計 

今後新たな施設の整備は行わず、既存の公共建築物を同規模で大規模改修又は建

替えするとした場合、今後 40年間で 309.5 億円の更新費用が必要になると見込まれ

ます。 

直近 5 年の更新費用は年平均 6.2億円ですが、今後 40 年間で年平均 7.7億円の更

新費用が必要になり、比較すると年平均で 1.5億円の更新費用が増える見込みです。 

 

【図 2-17】公共建築物将来更新費用 
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２．インフラ施設及び公営企業施設                         

(1) 基本的な考え方 

・道路  …分類別面積を更新年数で除した面積を 1年間の舗装部分の更新量と

仮定し、更新単価を乗じて更新費用を試算 

・橋りょう…更新年数経過後に現在と同じ延べ面積等で更新すると仮定し、構造

別年度別面積に対し、更新単価を乗じて更新費用を試算 

・上水道 …更新年数経過後に現在と同じ延べ面積等で更新すると仮定し、管径

別年度別延長に対し、更新単価を乗じて更新費用を試算 

・下水道 …上水道と同様に更新費用を試算 

 

(2) 耐用年数･更新及び更新単価 

【表 2-10】耐用年数･更新及び更新単価 

施設類型 種別 更新年数 更新単価 

道路 一般道 15 年 4.7千円／㎡ 

自転車歩行者道 2.7千円／㎡ 

橋りょう PC 橋､RC 橋､その他 60 年 425千円／㎡ 

鋼橋 500千円／㎡ 

上水道 導水管及び送水管 ～300mm 未満 40 年 100千円／ｍ 

配水管 ～150mm 以下  97千円／ｍ 

200mm 以下 100千円／ｍ 

250mm 以下 103千円／ｍ 

300mm 以下 106千円／ｍ 

350mm 以下 111千円／ｍ 

400mm 以下 116千円／ｍ 

下水道 

（管径別） 

250 ㎜以下 50 年  61千円／ｍ 

251～500 ㎜ 116千円／ｍ 

501～1000㎜ 295千円／ｍ 
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(3) 将来更新費用の推計 

ア．道路 

今後新たな道路の整備は行わず、既存の道路の分類別面積を基に更新費用を試

算した場合、今後 40年間で 155.1億円の更新費用が必要になると見込まれます。 

直近 5年の更新費用は年平均 1.5億円ですが、今後 40年間で年平均 3.9億円

の更新費用が必要になり、比較すると年平均で 2.4 億円の更新費用が増える見込

みです。 

 

【図 2-18】道路将来更新費用 
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イ．橋りょう 

今後新たな橋りょうの整備は行わず、既存の橋りょうの構造別年度別面積を基

に更新費用を試算した場合、今後 40 年間で 27.8億円の更新費用が必要になると

見込まれます。 

直近 5年の更新費用は年平均 7百万円ですが、今後 40年間で年平均 69百万円

の更新費用が必要になり、比較すると年平均で 62百万円の更新費用が増える見

込みです。 

 

【図 2-19】橋りょう将来更新費用 
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ウ．上水道 

今後新たな管路の整備は行わず、既存の管路の管径別年度別面積を基に更新費

用を試算した場合、今後 40年間で 171.0 億円の更新費用が必要になると見込ま

れます。 

直近 5年の更新費用は年平均 1.0億円ですが、今後 40年間で年平均 4.3億円

の更新費用が必要になり、比較すると年平均で 3.3 億円の更新費用が増える見込

みです。 

 

【図 2-20】上水道将来更新費用 
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エ．下水道 

今後新たな管路の整備は行わず、既存の管路の管径別年度別面積を基に更新費

用を試算した場合、今後 40年間で 51.9億円の更新費用が必要になると見込まれ

ます。 

直近 5年の更新費用は年平均 0.1億円ですが、今後 40年間で年平均 1.3億円

の更新費用が必要になり、比較すると年平均で 1.2 億円の更新費用が増える見込

みです。 

 

【図 2-21】下水道将来更新費用 
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３．公共施設等全体の将来更新費用の推計                      

公共施設等全体の更新費用をみると、今後 40 年間で 715.3 億円の更新費用が必要に

なると見込まれます。 

直近 5年の更新費用は年平均 8.9億円ですが、今後 40年間で年平均 17.9億円の更新

費用が必要になり、比較すると年平均で 9 億円の更新費用が増える見込みであることか

ら、これまで以上に財源確保が困難となります。 

 

【図 2-22】公共施設等全体将来更新費用 
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第１節 計画期間                                
 
 

計画期間：10 年間（平成 29年度(2017 年度)～平成 38年度(2026年度)） 

 

計画期間は、今後の人口動向、財政状況及び社会経済情勢の変化等を見据え、平成 29

年度から平成 38年度までの 10年間とします。 

 ただし、公共施設等の管理運営には長期的な視点が必要であることから、将来人口の動

向を踏まえ、本計画は 30 年以上の長期的な視点に立った計画とし、定期的に見直しを行う

とともに、社会経済情勢の変化が生じた場合には適宜見直しを行います。 
 

【図 3-1】計画期間 

 

 

第２節 計画の体系                               
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第３節 全庁的な取組み体制の構築等                       
 

公共施設等の管理については、現状、各施設の所管課ごとに管理しており、必ずしも公

共施設等の管理に関する情報が全庁的に共有されていないため、総合的かつ計画的な管理

を推進するためには、全庁的な組織体制の整備が必要となります。 

このようなことから、本計画の策定及び公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進に

あたり、町長を本部長、副町長及び教育長を副本部長とし、各課の長を本部員として構成

される「公共施設等総合管理計画推進本部（以下「推進本部」という。）」を設置し、全庁

的に本計画に取り組んでいきます。 

また、推進本部を補完する組織として、「公共施設等総合管理計画検討会議（以下「検討

会議」という。）」を設置し、本計画推進のための具体的な事項の調査、検討等を継続的に

行っていきます。 

 

【図 3-3】全庁的な取組体制 
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第４節 公共施設等の課題に関する基本認識                               
 

１.公共施設等の老朽化への対応                          

公共施設等の機能確保や安全確保に支障となる劣化・損傷等を未然に防止するための

必要な改修を行うなど、劣化・損傷等が軽微である早期段階に予防的な修繕等を実施し、

機能の保持・回復を図るなど、予防保全型による管理により施設の使用期間を戦略的に

延ばし、長寿命化を促進していく必要があります。 

また、廃校となった学校施設等の遊休施設が老朽化し、何ら対応が施されていない場

合、地震等の災害発生時には倒壊などの危険性もあるため、今後の利用あるいは売却等

の処分が見込めない場合は、早期に除却（解体撤去）する必要があります。 

そのほか、耐震基準を満たしていない公共建築物や橋りょう等のインフラ施設は、長

寿命化と併せて耐震化を進め、町民の安全を確保する必要があります。 
 

２.人口減少等社会情勢の変化への対応                       

人口減少等の社会情勢の変化に伴い、地方税の減少に対して社会保障関係費等が増加

するなど、本町の財政状況は今後ますます厳しくなるとともに、公共施設等の維持更新

に係る財源確保が困難になることが見込まれるため、公共施設等の統廃合を推進するな

ど、保有する施設総量の適正化を図っていく必要があります。 

また、公共施設等の統廃合の検討と同時に、公共施設等に求められる住民ニーズに応

じて、施設の集約化、複合化、転用等を図るなど、利活用の検討を行っていく必要があ

ります。 
 

３.財源の確保                                  

現状の公共サービスの水準を維持しつつ、公共施設等のライフサイクルコストを可能

な限り抑制することを念頭に置き、施設の建替えや大規模な改修等について、対策を行

う施設、対策の方法、対策の実施時期等を適切に判断しながら行う必要があります。 

また、公共施設等の効率化や公共サービス向上の観点から、PPP5や PFI6の活用など、

民間資金及び民間の経営能力や技術能力などのノウハウを利用するなど、多様な手法を

用いながら、遊休施設の売却や貸付等を推進していく必要があります。 

そのほか、公共施設等の利用状況等に基づき、個々の施設ごとの今後の管理の方向性

を検討するなど、施設ごとに維持管理コスト等を明確にし、徹底的なコスト削減を行い、

更なる財源の確保を図る必要があります。 
 

４.公共施設等の適正配置・規模の確保                       

町内全域で人口減少や少子高齢化が進む中、公共施設等に対する住民ニーズが変化し、

利用者数が減少していくことが見込まれるため、住民ニーズを超えた過剰な公共サービ

スの提供とならないよう、今後も維持更新が必要となる施設を明確にし、施設規模の縮

小を行うなど、実情にあった施設の適正配置や規模の確保を行う必要があります。 

 

                                                   
5 PPP…Public Private Partnership の略。公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念

で、民間資金や民間のノウハウを利用し、効率化や公共サービスの向上を目指すもの。 
6 PFI…Private Finance Initiative の略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力

及び技術的能力を活用することで、効率化やサービス向上を図る公共事業の手法をいう。 
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第５節 公共施設等の管理に関する基本的な考え方                               
 

本町の公共建築物は、築 30 年以上経過している施設が 5割以上あり、今後、施設を良

好な状態で使用していくためには、補修工事も含め、適切に維持管理を図っていく必要が

あります。 

また、道路、橋りょう、上水道施設、下水道施設などのインフラ施設は、住民生活に不

可欠な施設であり、今後も安全性を確保・維持するためには、計画的な維持更新を行って

いく必要があります。 

しかし、人口減少や少子高齢化の進行により、税収が減少するとともに、社会保障関係

費等が増加すると見込まれることから、財政状況は今後ますます厳しいものとなり、老朽

化が進む公共施設等の維持更新に係る財源の確保についても同様に厳しいものとなること

が予想されます。 

こうした状況に対応するためには、個々の施設の長寿命化を図るとともに、需要の少な

くなった施設や、用途が重複している施設の整理などにより総量の適正化を図り、維持管

理コストを縮減していかなければなりません。 

こうした観点から、今後も安全・安心な施設サービスを提供していくため、既存の公共

施設等の整理や有効活用を検討するとともに、財源の確保や効率的・効果的な施設運営等

により、財政負担の平準化・軽減を図るため、本町が所有する公共施設等の管理に関する

基本方針を定め、老朽化対策を推進します。 
 

Ⅰ 安心・安全の確保 

  定期的な公共施設等の点検・診断による PDCA サイクル7を構築し、適切な維持管理や

耐震化を進め、町民が安心して利用できるよう、施設の安心・安全や、災害時における

拠点施設としての機能確保を図ります。 

 

Ⅱ 長寿命化の推進及び維持管理費用の軽減・平準化 

  公共施設等の改修・建替えには多額の費用を要することから、損傷が発生してから対

応する事後保全型による施設の維持管理から、予防保全型8による施設の維持管理へ管理

方法を転換し、施設の長寿命化及びライフサイクルコスト9の軽減・平準化を図ります。 

 

Ⅲ 施設総量の適正化 

  人口減少等社会情勢の変化や厳しい財政状況を踏まえると、保有する公共施設等すべ

てに対し、これまで同様の管理を継続することは困難であることから、住民ニーズや中

長期的な観点から十分な検討を行い、施設の計画的な集約化、複合化、転用、除却等の

ほか、民間事業者への売却等を積極的に進め、施設総量の適正化を図ります。 

  

                                                   
7 PDCA サイクル…Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（改善）の 4段階を順次行い、継続

的な改善を目指す手法をいう。 
8 予防保全型…損傷が軽微である早期段階に予防的な修繕等を実施することで、機能の保持・回復を図る

手法をいう。 
9 ライフサイクルコスト…公共施設等の設計・建設から維持管理・解体・処分に至るまでの過程で必要な

生涯費用をいう。 
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１.点検・診断等の実施方針                             

(1) 公共建築物 

・施設や設備等の劣化・損傷等の発見など、機能上適切な状態にあるかを確認す

るため、建築基準法や消防法、その他関係法令に基づく法定点検を定期的に実

施します。 

・施設を日常的に支障なく利用できるよう、主に目視や触診等による日常点検を

実施します。 

・自然災害等の発生時には、速やかに臨時的な点検を行い、施設の損傷等の速や

かな発見に努めます。 

・点検・補修履歴等の管理に関する仕組みや蓄積データの施設保全への活用を検

討します。 

 

(2) インフラ施設及び公営企業施設 

・通常点検、定期点検、異常時点検等の各種点検を徹底し、可能な限り正確な診

断を実施し現状を把握した上で、必要な対策を適切な時期に実施します。 

・各施設の機能を常に良好な状態に維持するため、現況確認を行うパトロール等

を強化するとともに、地元住民や施設利用者等からの情報収集を行うなど、連

携を強化しながら日常的な点検等を積極的に実施します。 

・公営企業施設について、各種法令に基づき、定期的な点検を行い、施設や設備

の異常の早期発見、予防的修繕に取り組むほか、その状態を適切に判断し、修

繕・更新計画に反映させていきます。 

 

２.維持管理・修繕・更新等の実施方針                        

(1) 公共建築物 

・損傷が発生してから対応する対症療法による管理では、代替機能の確保などに

経費が掛かり増しになることが想定されるため、今後は点検・診断等の正確な

分析から、損傷の推移を適切に予測し事故の発生を未然に防ぐため、計画性を

もった予防保全型維持管理に努めます。 

・施設の利用状況を踏まえ、優先度合いなどを総合的に勘案しつつ、予防保全型

維持管理を基本としながら、適宜事後保全による管理を行い、効率的で経済的

な管理を実施します。 

・施設の維持管理について、指定管理等により外部委託する場合には、類似する

施設等の維持管理について、一括発注の可否を十分検討しながら、徹底したコ

スト削減を図ります。 

・施設の修繕・更新等を実施する場合には、今後の維持管理費用や、その施設の

ライフサイクルコストの低減など、現在のみならず将来予想されるコストの縮

減も十分に検討の上、施工方法などの選定を行います。 
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(2) インフラ施設及び公営企業施設 

・予防保全型維持管理を基本としますが、住民サービスの一定水準を維持するこ

とを前提に、劣化・損傷等で機能が一時的に停止しても全体の機能に影響がな

い場合は、状況に応じて事後保全型の管理を行い、補修・更新費用等の最小化

を図ります。 

・補修・更新時には、耐久性の向上が見込まれる材料の使用や様々な工法等を技

術的に比較検討して修繕周期の延長を図るなど、経済的効果に十分配慮しなが

らトータルコスト10の縮減を図ります。 

・施設ごとの健全度、緊急性及び住民サービスへの影響など、様々な要素を総合

的に勘案し計画的な補修・更新に努めます。 

・効率的な維持管理を行うため、簡易な維持管理は直接行い、必要に応じて道路、

橋りょう等の複数の分野の維持管理業務を包括的に民間に委託するなど、効率

的・経済的な管理に努めます。 

・点検等により得られた情報を施設の維持管理や修繕等への効果的な活用を図り

ます。 

 

３.安全確保の実施方針                               

(1) 公共建築物 

・点検・診断等により、危険箇所等が発見された場合は、速やかに対策を実施し、

施設の安全確保を図ります。また、危険個所等が発見された施設と築年数や構

造等が同種の施設についても早急に点検を行い、事故の未然防止に努めます。 

・老朽化等により供用が廃止され、今後とも利用見込みのない施設については、

立入を禁止するなどの安全措置を講じるとともに、地震等の災害発生時におけ

る施設の倒壊などを未然に防ぐため、施設を早期に解体撤去するなど、安全確

保対策を実施します。 

 

(2) インフラ施設及び公営企業施設 

・点検・診断等により危険度が高いと判断される施設や、損傷が著しく安全を確

保できない施設については、速やかに使用制限や通行制限を行うとともに、緊

急修繕等の措置を講じるなど、事故を未然に防ぐ取組みを徹底します。 

 

４.耐震化の実施方針                                

(1) 公共建築物 

・平成 20年 3月に策定（平成 28年 3 月改定）した「村田町耐震改修促進計画」

に基づき、公共施設等の利用状況や老朽度、目標使用年数などを総合的に勘案

しつつ、計画的な耐震化を図ります。 

 

                                                   
10 トータルコスト…中長期にわたる一定期間に要する公共施設等の建設、維持管理、更新等に係る経費の

合計をいう。 
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(2) インフラ施設及び公営企業施設 

・インフラ施設及び公営企業施設は、災害時の応急活動を支える重要な基盤であ

るため、耐震基準を満たしていない施設について、長寿命化対策と併せて耐震

補強を行うなど、計画的な耐震化を図ります。 

 

５.長寿命化の実施方針                               

定期的な点検や修繕による予防保全型維持管理に努めるとともに、機能的な改善

を図ることにより長寿命化を図ります。 

また、築 30 年以上が経過し、今後も継続して利用する公共施設等については、費

用面や利用状況を考慮しつつ大規模改修の実施を検討し、長期的な視点で更新コス

トの縮減を図るなど、長寿命化を図ります。 

なお、本町において既に策定されている「村田町橋梁長寿命化修繕計画」及び現

在策定中の「村田町町営住宅長寿命化修繕計画」等については、本計画における方

向性や方針と整合性を図りつつ、各計画の内容を踏まえて長寿命化を図ります。 

今後新たに策定を予定している個別の長寿命化計画については、本計画における

方向性や方針と整合性を図ります。 

 

６.統合や廃止の推進方針                              

施設の設置目的を果たし、今後の利用見込みがない施設や利用者数が少ない施設

のほか、老朽化により施設の利用を停止している施設で代替施設がある場合には、

供用を廃止し、施設の除却を検討します。 

また、人口減少等社会情勢の変化や今後ますます厳しくなる財政状況を踏まえる

と、現存の公共施設等すべてに対し、これまでと同様の管理を継続することは困難

であることから、同用途の公共建築物の集約化、他用途の公共建築物との複合化、

転用、除却のほか、民間への売却等を検討するなど、施設の維持管理コストの縮減

を図ります。 

 

７.総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針              

全庁横断的な取組体制として、推進本部や検討会議の機能を維持するほか、各施

設の管理体制を強化し、効率的な維持管理に努めるとともに、総合的かつ計画的な

施設の管理に関する事項を予算編成方針の一つに加えるなど、財政部門との連携強

化を図りながら、財政負担の軽減・平準化を着実に進めます。 

また、本計画に基づく取組を推進するための人材の育成・確保の視点から、技術

的な研修も含め、効果的な職員研修を実施し、施設の適正管理に向けた体制整備を

進めます。 
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第６節 計画の推進及びフォローアップの実施方針                 
 

１.推進本部による進捗管理及び計画の見直し                     

本計画に係る取組みについて、推進本部において計画の進捗を PDCA サイクル等の手

法により管理・評価し、個別施設計画の策定状況や計画内容等について、全庁的に情報

共有を図り、各施設ごとの課題の整理や今後の施設整備及び更新方法について十分な検

討を行います。 

なお、本計画は概ね 10年を目安に見直しを行い、社会経済情勢の変化が生じた場合

には適宜見直し・修正を行います。 

 

 

２.個別施設計画の策定                               

本計画及び所管省庁からの技術的助言等を踏まえ、概ね４年以内を目標に公共施設等

施設類型ごとの個別施設計画を策定し、戦略的な維持管理・更新等を推進します。 

なお、公共施設等の施設所管課において既に策定済みの長寿命化修繕計画等について

は、本計画と整合性を図ります。 

 

３.進捗状況等の公表                                

町ホームページ等を通じて、町民への本計画の進捗状況等の公表を行います。 

 

４．民間活力の導入                                

本計画の推進にあたり、公共施設等の効率化、公共サービス向上及び財政負担軽減の

観点から、PPP や PFI の活用など、民間資金及び民間の経営能力や技術能力などのノ

ウハウの積極的な活用を図ります。 

評価･分析､課題抽出

情報共有､課題の整理､
更新方法の検討

Plan Do計画策定 点検･診断等の実施

Action
課題の検討､
計画見直し等

Check
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第１節 公共建築物                               
 

１.町民文化系施設                                 

(1) 施設の概要 

【表 4-1】町民文化系施設一覧(平成 27年度末現在) 

 

 

【図 4-1】町民文化系施設配置図(平成 27年度末現在) 

 

  

No 施設類型 棟数 延床面積 構造

(㎡)
代表
建築
年度

経過
年数

耐震
診断

耐震
補強

避難所
指　定

1 集会施設 1 1,643.60 RC造 S46 44 済 済 ○

2 1 644.93 W造 S52 38 未 未 ○

3 1 693.27 W造 S54 36 未 未 ○

4 1 439.50 W造 S49 41 未 未 ○

5 1 455.28 W造 S51 39 未 未 ○

6 1 493.44 W造 S55 35 未 未 ○

7 1 411.69 W造 H4 23 - - ○

8 1 146.60 W造 H18 9 - -

8 4,928.31計

施設状況

細倉交流センター

姥ヶ懐地区公民館

東足立地区公民館

西足立地区公民館

小泉地区公民館

菅生地区公民館
[役場菅生出張所含む]

沼辺地区公民館
[役場沼辺支所含む]

中央公民館

施設名

延床面積 2,000㎡以上

延床面積 3,000㎡以上

延床面積 1,000㎡未満

延床面積 1,000㎡以上

菅生地区公民館(S54)

西足立地区公民館(S51)

姥ヶ懐地区公民館(H4)

細倉交流センター(H18)

東足立地区公民館(S55)

中央公民館(S46)

小泉地区公民館(S49)

沼辺地区公民館(S52)

第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 
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(2) 現状と課題 

・町民文化系施設は 8施設（8棟）あり、総延床面積は 4,928.31㎡です。 

・6施設が築 30年以上を経過しており、うち 5施設が耐震診断及び耐震補強が未

実施となっています。 

・7施設が町指定避難所に指定されていることから、耐震診断及び耐震補強の実施

のほか、老朽化対策の実施が課題となっています。 

 

(3) 管理に関する基本的な方針 

・耐震診断及び耐震補強が未実施の 5 施設については、耐震診断・耐震補強の実

施を検討し、施設利用者の安全確保に努めます。 

・築 30年以上が経過している 6施設については、今後の施設利用の見通しや維持

管理費用等を勘案しながら施設改修による長寿命化又は建替えを比較し、計画

的な施設の長寿命化を検討します。 

・町民文化系施設は、地域における学習活動やコミュニティの拠点となっている

ことを踏まえ、建替えを行う際には、地域の実情に応じ、住民とのコンセンサ

スを得た上で、施設の集約化、複合化、統廃合も合わせて検討します。 
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２.社会教育系施設                                 

(1) 施設の概要 

【表 4-2】社会教育系施設一覧(平成 27年度末現在) 

 

 

【図 4-2】社会教育系施設配置図(平成 27年度末現在) 

 

 

  

No 施設類型 棟数 延床面積 構造

(㎡)
代表
建築
年度

経過
年数

耐震
診断

耐震
補強

避難所
指　定

1 博物館等 1 1,861.70 RC造 H6 21 - -

2 1 348.30 S造 H27 0 - -

3 2 223.57 W造･土蔵造 - -

4 2,433.57計

施設名 施設状況

歴史みらい館

城山文化財収蔵庫

武家屋敷（旧田山家）
[主屋､土蔵]

江戸時代～
　大正時代

延床面積 1,000㎡未満

延床面積 1,000㎡以上

延床面積 2,000㎡以上

延床面積 3,000㎡以上

城山文化財収蔵庫(H26)

歴史みらい館(H6)

武家屋敷

(江戸時代～大正時代)
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(2) 現状と課題 

・社会教育系施設は 3施設（4棟）あり、総延床面積は 2,433.57㎡です。 

・江戸時代から大正時代にかけて建築された武家屋敷（旧田山家）を除く 2施設

は新耐震基準を満たしています。 

・町指定史跡の武家屋敷（旧田山家）は、東日本大震災により被害を受け、現在

は一般公開が出来ない状況となっていることから、施設全体の修理・修繕が課

題となっています。 

 

(3) 管理に関する基本的な方針 

・地域における歴史学習・読書活動・学習活動・文化財資料の保存拠点である歴

史みらい館は、平成 27年度で 38千人の来館者があり、近年増加傾向にあるこ

とから、今後の施設利用の見通しや維持管理費用等を勘案し、施設改修による

計画的な施設の長寿命化を検討します。 

・耐震診断及び耐震補強が未実施の武家屋敷（旧田山家）については、一般公開

の再開へ向けた施設の修理・修繕のほか、耐震診断・耐震補強の実施を検討し

ます。 
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３.スポーツ・レクリエーション系施設                        

(1) 施設の概要 

【表 4-3】スポーツ・レクリエーション系施設一覧(平成 27 年度末現在) 

 

 

【図 4-3】スポーツ・レクリエーション系施設配置図(平成 27 年度末現在) 

 

 

  

No 施設類型 棟数 延床面積 構造

(㎡)
代表
建築
年度

経過
年数

耐震
診断

耐震
補強

避難所
指　定

1 スポーツ施設 1 3,405.24 RC造 S53 37 未 未

2 1 65.00 S57 33 - -

3 1 19.00 W造 H1 26 - -

4

レクリエーション
施設・観光施設

10 829.30 W造･土蔵造 - -

5 6 433.46 W造･土蔵造 - -

6 2 441.61 W造 - -

7 2 330.00 W造 H8 19 - -

8 1 395.50 RC造 S56 34 未 未

9 2 906.74 RC造･W造 H8 19 - -

26 6,825.85

施設状況

村田町民体育館

ゲートボール場クラブハウス

北沢テニスコート更衣室

姥ヶ懐民話の里
[伝承館､産直館]

計

野外活動センター

物産交流センター
[本館､便所]

施設名

江戸時代～
　大正時代

明治時代・
　大正時代

大正時代

やましょう記念館
[店蔵､主屋､離座敷､浴室
 ､内蔵､中蔵､西蔵､味噌
 蔵､塩蔵､作業場]

ヤマニ邸
[店蔵､主屋､内蔵､浴室､
 便所､倉庫]

豪農の館
[主屋､便所]

延床面積 1,000㎡未満

延床面積 1,000㎡以上

延床面積 2,000㎡以上

延床面積 3,000㎡以上

野外活動センター(S56)

豪農の館(大正時代)

村田町物産交流センター(H8)

姥ヶ懐民話の里(H8)

ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ場ｸﾗﾌﾞﾊｳｽ(S57)

北沢ﾃﾆｽｺｰﾄ更衣室(H1)

町民体育館(S53)

やましょう記念館

(江戸時代～大正時代)

ヤマニ邸

(明治時代・大正時代)
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(2) 現状と課題 

・スポーツ・レクリエーション系施設は 9施設（26棟）あり、総延床面積は 6,825.85

㎡です。 

・江戸時代から大正時代にかけて建築されたやましょう記念館及びヤマニ邸、大

正時代に建築された豪農の館を除く 3施設が築 30年以上を経過しており、うち

2施設が新耐震基準を満たしておらず、耐震診断及び耐震補強も未実施となって

います。 

・村田町民体育館は、築 37年が経過し、施設全体的に老朽化が進行しており、年々

施設の維持管理費用が増加傾向にあります。また、町指定避難所に指定されて

いることから、耐震診断及び耐震補強の実施のほか、老朽化対策の実施が課題

となっています。 

 

(3) 管理に関する基本的な方針 

・耐震診断及び耐震補強が未実施の 2 施設については、耐震診断・耐震補強の実

施を検討し、施設利用者の安全確保に努めます。 

・村田町民体育館は、今後も施設を維持し、利用を継続する必要があることから、

今後の施設利用の見通しや維持管理費用等を勘案しながら施設改修による長寿

命化又は建替えを比較し、他の施設の集約化、複合化も含めた計画的な施設の

長寿命化を検討します。 

・平成 26年 9月に宮城県で初めて伝統的建造物群保存地区に選定された「村田町

村田伝統的建造物群保存地区」において、貴重価値が高い建造物であるやまし

ょう記念館及びヤマニ邸は、平成 27 年度で 6千人の入館者があり、観光施設・

観光案内の拠点となっていることから、今後の施設利用の見通しや維持管理費

用等を勘案し、施設の修理・修繕による計画的な施設の長寿命化を検討します。 

・大正時代の豪農の生活の様子を知る貴重な歴史資料として、平成 6年に町に寄

贈された建造物である豪農の館は、文化庁職員や建築士、建築学専攻の学生等

が施設研修に訪れるほど貴重価値の高い建造物であり、観光施設としても重要

な施設であることから、今後の施設利用の見通しや維持管理費用等を勘案し、

施設の修理・修繕による計画的な施設の長寿命化を検討します。 

・姥ヶ懐民話の里及び物産交流センターは築 19年が経過、野外活動センターは築

34年が経過しており、部分的に老朽化が進行しているため、今後の施設利用の

見通しや維持管理費用等を勘案し、施設改修による長寿命化を検討します。ま

た、現在は指定管理者制度により施設を維持管理していますが、効率的で効果

的な運営による施設効用の向上を図るため、民間活力の導入を含めた今後の施

設の在り方を検討します。 
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４.学校教育系施設                                  

(1) 施設の概要 

【表 4-4】学校教育系施設一覧(平成 27年度末現在) 

 

 

【図 4-4】学校教育系施設配置図(平成 27年度末現在) 

 

No 施設類型 棟数 延床面積 構造

(㎡)
代表
建築
年度

経過
年数

耐震
診断

耐震
補強

避難所
指　定

1
学校

3 6,169.00 SRC造･S造･W造 H22 5 - - ○

2 4 3,526.00 RC造･S造･W造 S45 45 済 済 ○

3 2 1,406.00 S造･W造 H16 11 - - ○

4 4 2,204.00 RC造･W造 S49 41 済 -

5 3 2,056.00 RC造･W造 S46 44 済 -

6 4 7,095.00 RC造･W造 S55 35 済 済 ○

7 4 5,435.00 RC造･S造･W造 S62 28 - - ○

8 その他教育施設 1 1,107.90 S造 H27 0 - -

9 1 133.00 S造 S49 41 未 未

26 29,131.90

旧村田第三小学校(廃校)
[体育館､プール附属棟]

施設名 施設状況

村田小学校
[校舎､体育館､プール附
 属棟]

村田第二小学校
[校舎､体育館､図書館､
 プール附属棟]

村田第二中学校
[校舎､体育館､ガス庫､
 プール附属棟]

学校給食センター

旧二小･二中共同調理室(廃止)

計

旧村田第四小学校(廃校)
[校舎､体育館､渡廊下､
 プール附属棟]

旧村田第五小学校(廃校)
[校舎､体育館､プール附
 属棟]

村田第一中学校
[校舎1､校舎2､体育館､
 プール附属棟]

延床面積 3,000㎡以上

延床面積 2,000㎡以上

延床面積 1,000㎡以上

延床面積 1,000㎡未満

旧第四小学校(S49)

旧第五小学校(S46)

村田第一中学校(S55)

村田小学校(H22)

旧村田三小体育館(H16)

学校給食センター(H27)

村田第二中学校(S62)

村田第二小学校(S45)

旧二小･二中共同調理室(S49)
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(2) 現状と課題 

・学校教育系施設は 9施設（26棟）あり、総延床面積は 29,131.90 ㎡です。 

・5施設が築 30年以上を経過しており、廃止となった 1施設は耐震診断及び耐震

補強が未実施となっています。 

・廃校となった施設について、民間への売却等も含めた跡地利用の検討が課題と

なっています。 

 

(3) 管理に関する基本的な方針 

・児童生徒が安全に施設を利用できるよう、点検・診断結果等により危険箇所等

が発見された場合は、利用状況等を踏まえ、速やかに対策を実施するなど、施

設の安全確保に努めます。 

・老朽化が進行する施設については、施設利用の見通しや維持管理費用等を勘案

し、今後の施設の在り方を検討します。 

・廃校となった施設は、防犯等の観点から定期点検を行い、地域も含めた施設の

役割や民間への売却等も含めた今後の施設の在り方を検討します。 
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５.子育て支援施設                                 

(1) 施設の概要 

【表 4-5】子育て支援施設一覧(平成 27年度末現在) 

 

 

【図 4-5】子育て支援施設配置図(平成 27年度末現在) 

 

 

  

No 施設類型 棟数 延床面積 構造

(㎡)
代表
建築
年度

経過
年数

耐震
診断

耐震
補強

避難所
指　定

1 幼稚園･保育園 1 839.00 RC造 H7 20 - -

2 3 409.00 W造･S造 S45 45 未 未

3 1 259.00 W造 S54 36 未 未

4 1 218.00 W造 S52 38 未 未

5 2 684.10 W造･S造 H1 26 - -

6 幼児･児童施設 1 310.00 W造 S51 39 未 未

9 2,719.10

施設状況

村田幼稚園

沼辺幼稚園
[園舎､体育館､職員室]

旧足立幼稚園(廃園)

計

旧菅生幼稚園(廃園)

村田保育所
[保育室､事務室]

村田児童館

施設名

延床面積 1,000㎡未満

延床面積 1,000㎡以上

延床面積 2,000㎡以上

延床面積 3,000㎡以上

旧菅生幼稚園(S52)

村田幼稚園(H7)

旧足立幼稚園(S54)

村田保育所(H1)

村田児童館(S51)

沼辺幼稚園(S45)
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(2) 現状と課題 

・子育て支援施設は 6施設（9棟）あり、総延床面積は 2,719.10㎡です。 

・4施設が築 30年以上を経過しており、新耐震基準を満たしておらず、廃園とな

った施設を含め、耐震診断及び耐震補強が未実施となっています。 

・廃園となった施設について、今後の跡地利用の検討が課題となっています。 

 

(3) 管理に関する基本的な方針 

・園児が安全に施設を利用できるよう、点検・診断結果等により危険箇所等が発

見された場合は、利用状況等を踏まえ、速やかに対策を実施するなど、施設の

安全確保に努めます。 

・老朽化が進行する施設については、施設利用の見通しや維持管理費用等を勘案

し、今後の施設の在り方を検討します。 

・廃園となった施設は、防犯等の観点から定期点検を行い、地域も含めた施設の

役割や今後の施設の在り方を検討します。 
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６.保健・福祉施設                                 

(1) 施設の概要 

【表 4-6】保健・福祉施設一覧(平成 27年度末現在) 

 
 

【図 4-6】保健・福祉施設配置図(平成 27年度末現在) 

 

 

  

No 施設類型 棟数 延床面積 構造

(㎡)
代表
建築
年度

経過
年数

耐震
診断

耐震
補強

避難所
指　定

1 高齢福祉施設 1 356.00 W造 S55 35 未 未

2 1 258.61 RC造 H1 26 - -

3 1 174.00 W造 H12 15 - -

4 1 126.00 W造 H14 13 - -

5 1 146.00 W造 H15 12 - -

6 障害福祉施設 1 1,781.00 RC造 S46 44 未 未

7 保健施設 1 560.00 RC造 S59 31 - -

8 その他 1 660.83 W造 H27 0 - -

8 4,062.44

村田ふれあいセンター

施設名 施設状況

老人憩の家

デイサービスセンター

計

小泉ふれあいセンター

沼辺ふれあいセンター

蕗のとう共同作業所

保健センター

地域福祉センター

延床面積 1,000㎡未満

延床面積 1,000㎡以上

延床面積 2,000㎡以上

延床面積 3,000㎡以上

老人憩の家(S55)

デイサービスセンター(H1)

村田ふれあいセンター(H12)

地域福祉センター(H27)

保健センター(S59)

蕗のとう共同作業所(S46)

小泉ふれあいセンター(H14)

沼辺ふれあいセンター(H15)
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(2) 現状と課題 

・保健・福祉施設は 8施設（8棟）あり、総延床面積は 4,062.44㎡です。 

・3施設が築 30年以上を経過しており、うち 2施設が新耐震基準を満たしておら

ず、耐震診断及び耐震補強が未実施となっています。 

 

(3) 管理に関する基本的な方針 

・耐震診断及び耐震補強が未実施の 2 施設については、耐震診断・耐震補強の実

施を検討し、施設利用者の安全確保に努めます。 

・老朽化が進行する施設については、今後の施設利用の見通しや維持管理費用等

を勘案しながら施設改修による長寿命化又は建替えを比較し、計画的な施設の

長寿命化を検討します。 

・各施設は、地域住民への委託や指定管理者制度により施設を維持管理しており、

今後も効率的で効果的な施設運営に努めます。 
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７.行政系施設                                   

(1) 施設の概要 

【表 4-7】行政系施設一覧(平成 27年度末現在) 

 
 

【図 4-7】行政系施設配置図(平成 27 年度末現在) 

 

 

  

No 施設類型 棟数 延床面積 構造

(㎡)
代表
建築
年度

経過
年数

耐震
診断

耐震
補強

避難所
指　定

1 庁舎等 1 1,578.20 RC造 S44 46 済 未

2 1 433.70 S造 H1 26 - -

3 1 3,056.90 RC造 S60 30 済 済

4 その他 1 255.50 SC造 S63 27 済 -

5 1 58.20 SC造 S62 28 済 -

6 1 58.20 SC造 S62 28 済 -

7 1 58.20 SC造 S63 27 済 -

8 1 58.20 SC造 S63 27 済 -

8 5,557.10計

施設名 施設状況

役場本庁舎

役場西庁舎

役場東庁舎

中央防災センター

2分団防災センター

3分団防災センター

4分団防災センター

5分団防災センター

延床面積 1,000㎡未満

延床面積 1,000㎡以上

延床面積 2,000㎡以上

延床面積 3,000㎡以上

3分団防災センター(S62)

4分団防災センター(S63)

役場東庁舎(S60)

中央防災センター(S63)

菅生出張所(S54)

(菅生地区公民館に含む)

役場本庁舎(S44)

役場西庁舎(H1)

5分団防災センター(S63)

2分団防災センター(S62)

沼辺支所(S52)

(沼辺地区公民館に含む)
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(2) 現状と課題 

・行政系施設は 8施設（8 棟）あり、総延床面積は 5,557.10 ㎡です。 

・本庁舎は、築 46年を経過しており、耐震診断は実施済みですが、耐震補強は実

施しておらず、今後、東日本大震災と同程度の地震が発生した場合、倒壊する

恐れがあるため、施設の建替えを検討する必要があります。 

 

(3) 管理に関する基本的な方針 

・行政系施設は、災害発生時における防災拠点となることから、拠点施設として

の機能を確保するため、点検・診断結果等により危険箇所等が発見された場合

は、利用状況等を踏まえ、速やかに対策を実施するなど、施設の安全確保に努

めます。 

・老朽化が進行する施設については、今後の施設利用の見通しや維持管理費用等

を勘案しながら施設改修による長寿命化又は建替えを比較し、計画的な施設の

長寿命化を検討します。 

・老朽化が著しい本庁舎は、築 26年を経過した西庁舎も含め、災害時における拠

点施設としての機能を確保する観点から、10年後を見据えた形で施設の建替え

を検討します。 
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８.公営住宅                                    

(1) 施設の概要 

【表 4-8】公営住宅施設一覧(平成 27 年度末現在) 

 

 

【図 4-8】公営住宅施設配置図(平成 27年度末現在) 

 

 

  

No 施設類型 棟数 延床面積 構造

(㎡)
代表
建築
年度

経過
年数

耐震
診断

耐震
補強

避難所
指　定

1 公営住宅 4 2,404.23 RC造･W造 H3 24 - -

2 25 1,046.90 W造 S44 46 未 未

3 4 2,058.90 RC造･W造 H8 19 - -

4 4 650.30
簡易耐火
建築物

S52 38 済 未

5 10 3,266.50
簡易耐火
建築物

S54 36 済 未

6 2 1,752.84 RC造 S61 29 - -

7 8 4,193.72 RC造 H7 20 - -

57 15,373.39

町営川畑住宅
[1～4号棟]

町営新石生住宅
[1～10号棟]

町営北の内住宅
[1･2号棟]

定住促進住宅
[1･2号棟､集会所､自転車
 駐輪場､プロパン庫､塵
 芥集積所]

計

町営金谷住宅
[3･5号棟､プロパン庫､集
 会所]

施設名 施設状況

町営石生住宅①
[1～3号棟､集会所]

町営石生住宅②
[1～25号棟]

延床面積 1,000㎡未満

延床面積 1,000㎡以上

延床面積 2,000㎡以上

延床面積 3,000㎡以上

町営石生住宅②(S44)

町営石生住宅①(H3)

町営川畑住宅(S52)

町営北の内住宅(S61)

定住促進住宅(H7)

町営金谷住宅(H8)

町営新石生住宅(S54)
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(2) 現状と課題 

・公営住宅は 7施設（57棟）あり、総延床面積は 15,373.39 ㎡です。 

・3施設が築 30年以上を経過しており、新耐震基準を満たしておらず、耐震補強

が未実施となっています。 

 

(3) 管理に関する基本的な方針 

・老朽化が進行する施設については、今後の施設利用の見通しや維持管理費用等

を勘案しながら施設改修による長寿命化又は建替えを比較し、計画的な施設の

長寿命化を検討します。 

・築 46年を経過する町営石生住宅については、耐震診断及び耐震補強が未実施で

あり、今後の施設の維持費用及び築年数を考慮し、施設を撤去し、跡地の有効

活用を検討します。 
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９.公園                                      

(1) 施設の概要 

【表 4-9】公園施設一覧(平成 27年度末現在) 

 

 

【図 4-9】公園施設配置図(平成 27年度末現在) 

 

  

No 施設類型 棟数 延床面積 構造

(㎡)
代表
建築
年度

経過
年数

耐震
診断

耐震
補強

避難所
指　定

1
公園

2 33.30 S造､W造 H18 9 - -

2 1 17.40 W造 H21 6 - -

3 2 29.70 RC造 S62 28 - -

4 4 60.20 RC造･W造 H2 25 - -

9 140.60

城山公園
[便所3箇所､ポンプ室]

計

施設名 施設状況

相山公園
[便所2箇所]

塩内公園
[便所]

北沢公園
[便所､倉庫]

延床面積 1,000㎡未満

延床面積 1,000㎡以上

延床面積 2,000㎡以上

延床面積 3,000㎡以上

北沢公園(S62)

塩内公園(H21)

相山公園(H18)

城山公園(H2)
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(2) 現状と課題 

・公園施設は 4施設（9棟）あり、総延床面積は 140.60㎡です。 

・築 30年以上を経過した施設はなく、全ての施設が新耐震基準を満たしています。 

 

(3) 管理に関する基本的な方針 

・老朽化が進行する施設については、今後の施設利用の見通しや維持管理費用等

を勘案しながら施設改修による長寿命化又は建替えを比較し、計画的な施設の

長寿命化を検討します。 
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10.その他                                     

(1) 施設の概要 

【表 4-10】その他施設一覧(平成 27年度末現在) 

 

 

【図 4-10】その他施設配置図(平成 27年度末現在) 

 

 

  

No 施設類型 棟数 延床面積 構造

(㎡)
代表
建築
年度

経過
年数

耐震
診断

耐震
補強

避難所
指　定

1 その他 1 160.80 W造 S56 34 - -

2 1 6.30 W造 H4 23 - -

3 1 17.40 W造 H16 11 - -

4 1 7.80 W造 H5 22 - -

5 1 177.00 RC造 S61 29 - -

6 1 119.80 RC造 S58 32 - -

6 489.10計

荒町中央駐車場便所

新舟渡排水機場

南田排水機場

施設名 施設状況

職員住宅

白鳥神社前便所

本町駐車場便所

延床面積 1,000㎡未満

延床面積 1,000㎡以上

延床面積 2,000㎡以上

延床面積 3,000㎡以上

職員住宅(S56)

白鳥神社前便所(H4)

荒町中央駐車場便所(H5)

本町駐車場便所(H16)

南田排水機場(S58)

新舟渡排水機場(S61)
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(2) 現状と課題 

・その他の施設は 6施設（6棟）あり、総延床面積は 489.10 ㎡です。 

・2施設が築 30年以上を経過しており、うち 1施設が新耐震基準を満たしておら

ず、耐震診断及び耐震補強が未実施となっています。 

 

(3) 管理に関する基本的な方針 

・老朽化が進行する施設については、今後の施設利用の見通しや維持管理費用等

を勘案しながら施設改修による長寿命化又は建替えを比較し、計画的な施設の

長寿命化を検討します。 
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第２節 インフラ施設及び公営企業施設                               
 

１.道路・橋りょう                                 

(1) 現状と課題 

・道路は 405 路線あり、総延長 236,066ｍ、道路部面積 1,237.535 ㎡です。 

・橋りょうは 101 橋あり、総延長 1,522ｍ、橋りょう部面積 7,926 ㎡です。 

・天候や交通量等の諸条件により、路面の劣化にバラつきが生じやすいアスファ

ルト舗装ですが、近年、災害復旧・復興工事や通信販売等による運送需要の高

まりにより、大型車両等の交通量が増加しており、舗装面の劣化が急速に進行

し、修繕・補修箇所及び修繕費用が年々増加傾向にあります。 

 

(2) 管理に関する基本的な方針 

・定期点検結果に基づき、修繕・補修等の優先順位を定めた修繕計画を策定し、

道路・橋りょうの維持管理及び長寿命化に努めます。 

・日常点検や住民からの通報により、危険箇所等が発見された場合は、速やかに

応急処置を行い、安全確保に努めます。 

・生活形態の変化に伴う道路利用状況を踏まえ、路線の統合や廃止について、相

対的に検討します。 

 

２.上水道施設                                   

(1) 現状と課題 

・上水道施設は 1 施設（2棟）あり、総延床面積は 369.00㎡で、築 30年以上を経

過した施設はなく、全ての施設が新耐震基準を満たしています。 

・上水道の管路延長は 185,689ｍ（うち工業用水道 3,248ｍ）で、耐用年数（40

年）を超える管路は 1,287ｍとなっています。 

・給水人口の減少や節水機器の普及等により、料金収入の減少が見込まれる反面、

施設の老朽化による維持管理費用や施設更新費用が年々増加しており、財源確

保が課題となっています。 

 

(2) 管理に関する基本的な方針 

・昭和 60年代から整備した水道管の老朽化による更新が平成 38年度以降に集中

する見込みであるため、更新費用の平準化を図るため、アセットマネジメント

を策定し、計画的な施設更新に努めます。 

・災害時等における拠点施設や避難所等を結ぶ重要な給水管路は、管路や箇所等

の優先順位を定め、計画的に耐震化及び長寿命化を図ります。 

・人口減少による将来の水需要の減少を見据えた配水池等のダウンサイジング、

管路敷設効率性の検証に基づく管路の縮小・効率的な管路の整備を検討します。 

・公営事業コンセッション等導入可能性調査を実施し、より効率的な管理手法の

導入を検討します。 
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３.下水道施設                                   

(1) 現状と課題 

・下水道施設は 1 施設（1棟）あり、総延床面積は 140.56㎡で、築 30年以上を経

過した施設はなく、全ての施設が新耐震基準を満たしています。 

・下水道の管路延長は 72,176ｍ（うち農業集落排水区域内 6,609ｍ）となってい

ます。 

・給水人口の減少や節水機器の普及等により、料金収入の減少が見込まれる反面、

施設の老朽化による維持管理費用や施設更新費用が年々増加しており、財源確

保が課題となっています。 

 

(2) 管理に関する基本的な方針 

・平成 27年度に策定した長寿命化計画、平成 29年度に策定を予定しているマン

ホールポンプに係る長寿命化計画及び平成 32年度に策定を予定しているストッ

クマネジメントに基づき、計画的な維持更新に努めます。 

・耐震性と耐久性の高い管材と工法により管路の更新を行い、施設の長寿命化を

図ります。 

・公営事業コンセッション等導入可能性調査を実施し、より効率的な管理手法の

導入を検討します。 
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